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た。会社側が「ひと」への投資に力を入れていくことを打ち出していることも組合員の理解が深まった

要因と本部は認識している。 

 

④非組合員への説明状況 

会社側から制度改正の資料提供等はあったが、組合として非組合員に対する説明は行わなかった。 

 

⑤制度改正により賃金の切り下げになった社員への対応 

支給テーブルの水準検証により、主に役割が発揮されていない高資格者の層に対して賃金の切り下げ

がみられたが、会社側に修正を要求し、拠点長職制グループにおける低グレード職制の処遇を、現行制

度を上回る水準とする追加提案が行われたことで解消された。 

 

３．新賃金制度導入後の状況について 
 

（１）組合から見た新賃金制度の影響 

若手職員と60歳前半層の職員12の処遇が大きく改善された。若手職員は転勤を気にする傾向があるこ

とから、初任給を含めて入社後６年目までの若手職員の処遇はかなり改善された。60歳前半層の職員に

ついては、以前は60歳以降になると、同じ職務内容でも賃金水準が低下する仕組みになっていたが、新

制度では良好な業績であれば同じ処遇水準を維持できる仕組みに見直された。 

 

（２）運用の状況 

意欲のある職員人財が長期にわたり活力を持って働くことができる制度になったことから、一般職制

の総合職（地域型）の職員においても、役割発揮状況により上位グレードに登用された場合、処遇が全

国型以上の水準となるなど、結果を出すと処遇が上がるようになった。 

労使委員会（参加メンバー：組合本部と人事部）で、会社側の認識、今後の取組について協議を行っ

ている。 

また、機関誌や各種会議体を通して制度の改正に対して組合員の理解を得られるよう取り組む一方、

地区の役員による分会へのオルグ活動で個別の教宣を行っている。 

 

（３）継続課題と今後の対策 

継続検討課題について、組合は大きく２つを挙げている。第一は登用である。職務、グレードによっ

て処遇が大きく影響を受けるので、登用自体が適正に運用され、組合員（職員）が上位の職務に登用さ

れるか、組合として確認することを課題としてあげている。第二は評価で、登用の前提となる毎年の評

価が公平に行われているかどうかである。 

この２つの課題に対する対策として、同組合が本部として各支部に赴いてのオルグ時の意見集約、組

合員へのアンケート調査を通して、労使委員会等で会社側に伝えることに取り組むことを挙げている。 

 
12 同社の定年年齢は65歳である。 
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４．その他（転換制度） 
 

明治安田が設けている人事制度における転換制度は、「無期契約社員の総合職（地域型）への転換」「総

合職（地域型）の総合職（全国型）への転換」の２制度である（図表10）。 

「無期契約社員の総合職（地域型）への転換」は、評価を２回以上有する契約社員を対象に年１回実

施する制度である。その手続きは希望者に対して選考試験、課題レポート、所属長推薦等により基準を

満たした場合に総合職（地域型）に登用される流れである。 

「総合職（地域型）の総合職（全国型）への転換」は、一定の要件を満たす総合職（地域型）を対象

に年１回実施する制度である。その手続きは希望者に対して選考試験、課題レポート、所属長推薦等に

より基準を満たした場合に総合職（全国型）に登用される流れである。 

同社はこうした転換制度により、契約社員として入社しても総合職（全国型）として活躍できる場を

設け、優秀な人財の発掘と登用を進めている。 

 

図表10 転換制度 

登登用用区区分分  登登用用基基準準  

無期契約社員の総

合職（地域型）への

転換 

・評価を２回以上有する契約社員のうち、希望者について、選考試験、課題レポート、

所属長推薦等を踏まえ、基準を満たす者を総合職（地域型）として登用 

・年１回実施 

総合職（地域型）の

総合職（全国型）へ

の転換 

・一定の要件を満たす総合職（地域型）のうち、希望者について、選考試験、課題レ

ポート、所属長推薦等を踏まえ、基準を満たす者を総合職（全国型）として登用 

・年１回実施 

出所：厚生労働省「無期転換ポータルサイト」（https://muki.mhlw.go.jp/business/case/）を一部修正。 

 

５．むすびにかえて 
 

本ケースは「頑張る人の背中を押す」ことを人事制度の基本方針とした年功的処遇の是正の取組であ

り、その源流は2015年のグレード制度の導入に遡る。近年、いわゆるメンバーシップ型雇用（長期雇用

慣行）からジョブ型雇用への動きがあるが、明治安田は長期雇用慣行を堅持する基本スタンスをとって

いる。その背景には、保険業界の事業特性が影響している。顧客との信頼関係が重視されるため、取引

関係は短期的・スポット的なものではなく、長期的・継続的なものとなる。そのため、長期雇用慣行の

もとで従業員が長期にわたり業務に専念し、成果をあげた人（頑張った人）が報われるよう仕事の成果

と処遇の結びつきを強める施策が講じられている。 

仕事の成果を処遇へ適正に反映させるために重要となるのが、適正な人事評価である。人事評価は単

に処遇だけではなく仕事への配置など、つぎの人事管理活動につながるからであり、労働組合もこの点

を認識して継続的な検討課題として位置づけている。また、今回の取組で主な論点となった賃金原資の

組み替えにおいて影響を受ける組合員層への対応として、賃金原資の積み増しが実現した。これは、組

合が水準検証や組合員の意見集約などを丁寧に進め、それをもとにして協議・交渉を重ねた結果である

と言えよう。 
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ケースレコードNo.10 

安川電機労働組合ＹＤＣ支部 

 鬼丸 朋子 

 中央大学経済学部 教授 

＜聞き取り調査日等＞ 

１１回回目目  

１．インタビュー日 2024年12月12日（木） 

２．インタビュイー 

大崎  真 安川電機労働組合中央書記長 

相馬 浩二 安川電機労働組合ＹＤＣ支部執行委員長 

齋藤 佑香 安川電機労働組合ＹＤＣ支部書記長 

３．インタビュアー 

鬼丸 朋子 中央大学経済学部教授 

青木 宏之 香川大学経済学部教授 

鶴岡  純 連合総研研究員 

２２回回目目  

１．インタビュー日 2025年７月29日（火） 

２．インタビュイー 

大崎  真 安川電機労働組合中央書記長 

相馬 浩二 安川電機労働組合ＹＤＣ支部執行委員長 

齋藤 佑香 安川電機労働組合ＹＤＣ支部書記長 

３．インタビュアー 

鬼丸 朋子 中央大学経済学部教授 

鶴岡  純 連合総研研究員 

＜企業情報1＞ 

１．所在地 福岡県北九州市 

２．設立年 1978年 

３．資本金/売上 750百万円（2025年５月31日現在）/連結 199.44億円、単独 179.44億円

（2024年度実績） 

４．従業員数 連結 692名、単独 538名（2025年３月１日現在) 

５．主な事業内容 ＩｏＴソリューション/ビジネスソリューション/サービスビジネス 

＜労働組合情報＞ 

１．名称 安川グループユニオン・安川電機労働組合 

２．設立年 1945年 

３．所在地 東京都千代田区 

４．安川労組 3,328名（2022年９月１日現在）/ＹＤＣ支部 354人(2026年３月１日現在) 

５．所属産別組織 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会（電機連合） 

   
1 企業情報は、株式会社ＹＥ ＤＩＧＩＴＡＬのＨＰによる。（https://www.ye-digital.com/jp/ 閲覧日 2025年

11月25日） 
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労働
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協定非組

小計

組合員 

合計

１．基礎情報 
 

（１）組合の概要 

①組合員の雇用管理区分ごとの人数 

（2026年３月１日時点） 

＜組合員のみ＞ 

単位：人 

雇用管理区分 Ｇ社員 Ｒ社員 合計 

男性 158 85 243 

女性 56 55 111 

合計 214 140 354 

 

②組合員の範囲 

ユニオンショップ協定があり、組合員は正規雇用の従業員（課長以上は非組合員2）、エルダースタッ

フ、シニアスタッフ、スタッフ社員の課長未満までである。 

 

《正社員の範囲》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：組合資料 

 
2 同社には、係長という役職は設定されていない。 
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人数 専従・非専従 任期 雇用管理区分

支部執行委員長 １ 非専従 １期２年 Ｇ社員

支部書記長 １ 非専従 １期２年 Ｇ社員

ダイバーシティ対策センター長 １ 非専従 １期２年 Ｇ社員

コミュニケーション対策センター長 １ 非専従 １期２年 Ｇ社員

グローバルワーク対策センター長 （兼任） 非専従 １期２年 （兼任）

中央委員 本社地区 ２ 非専従 １期２年
Ｇ社員１名
Ｒ社員１名

東京地区 ２ 非専従 １期２年 Ｇ社員２名

副中央委員 本社地区 ２ 非専従 １期２年
Ｇ社員１名
Ｒ社員１名

東京地区 ２ 非専従 １期２年 G社員２名

大阪地区 ― ― ― ―

支部政策部員 賃金対策部 １ 非専従 １期２年 Ｒ社員

広報メディア対策部 １ 非専従 １期２年 Ｇ社員

組織対策部 １ 非専従 １期２年 Ｒ社員

層別対策部 １ 非専従 １期２年 Ｒ社員

女性対策部 １ 非専従 １期２年 Ｒ社員

大阪地区 １ 非専従 １期２年 Ｒ社員

救援委員 １ 非専従 １期２年 Ｒ社員

審査委員 １ 非専従 １期２年 Ｇ社員

書記 １ 非専従 ― パート

１）ダイバーシティ対策センター長、コミュニケーション対策センター長は執行委員である。

２）グローバルワーク対策センター長について、ＹＤＣ支部は支部書記長と兼任している。

３）現在の役員はＧ社員であるが、Ｒ社員でも役員に就くことはできる。

③組合の組織構成 

ⅰ．組合の組織構成 

「本部－支部・分会」の２階層になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：組合資料 

 

ⅱ．ＹＤＣ支部の役員構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：組合資料 
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支部執行委員長
支部運営の最高責任者で、業務を統括し支部を代表する。また、本部要請に基づく経営提言や経営協議会の協

議項目等に対する支部の意見のまとめや、場所協議会、安全衛生委員会などへの対応を行う。

支部書記長
財政および対策部を取りまとめ、組合の日常活動の窓口となり、支部における事務を行う。なお、支部書記局

の一切の責任を負う立場にある。

ダイバーシティ対策センター長
女性や高年齢層が生き生きと健康で働き続けられる制度づくりにむけ、支部意見のまとめや、女性のリーダー

の指導育成に努め、また、各種セミナーやイベントの企画・実践を行う。

コミュニケーション対策センター長
組合員に組合の活動状況を報告するための機関誌発行や、ホームページの作成、維持・管理を行う。組織点

検、対話活動（ランチタイムミーティング、職場集会、職場委員会の活性化など）への対応や、各種イベント
の企画・実践を行う。また、教育活動として各種セミナーの企画・運営を行う。

グローバルワーク対策センター長
闘争要求（賃金・一時金、労働協約、福利厚生など）に対する支部意見のまとめや、

本部要請の各種調査を行う。

ⅲ．支部役員および職場委員の種類と役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：組合資料 

 

ⅳ．組合費 

安川電機労働組合の組合費は、定率分と定額分から成る。定率分は、各組合員個人の支給基準給等（時

給算出基礎額）の1,000分の17である。定額分は毎年３月１日時点の主事以下平均賃金の内、支給基準給
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等（時給算出基礎額）の1,000分の3.5を乗じた金額とし、組合員一律の金額である3。 

 

（２）日常的な組合活動 

①労使コミュニケーションの概要（本部・本社レベル） 

 開催頻度 
出席者 

主な内容 
組合 会社 

経営協議会 四半期に１回 
本部役員 

支部・分会代表者 

代表取締役社長 

人事総務本部長 

経理本部長 

営業本部長 

生産本部長 

技術開発本部長 

品質本部長 

調達本部長 

他 

労使間で株主への公開情報を共有 

労使協議会 月１回 支部執行部４名 

管理本部長 

総務部長 

総務担当社員１

名 

月ごとの経営情報や支部内トラブ

ル、労働時間、経営見通し等の情報

を共有 

安全衛生委

員会 
月１回 支部執行部１名 

管理本部長 

総務部長 

総務担当社員１

名 

職場におけるメンタルヘルス問題

や、心身に支障が生じている従業員

の状況等を共有 

働き方検討

委員会 
月１回 支部執行部１名 

管理本部長 

総務部長 

総務担当社員１

名 

時間外労働の実態把握や改善への

働きかけ、三六協定の順守状況の共

有、時間外労働が多い従業員のいる

職場について管理職への働きかけ

をリクエストする等 

春闘   支部執行部４名 

管理本部長 

総務部長 

総務担当社員１

名 

  

上記以外       必要に応じて労使間で都度相談 

 
3 組合費とは別に、組織共済費（組合員相互扶助の共済資金として月額500円の掛金）及び生活資金積立金(ストライキ中の

生活資金として、月額2,000円の積立）を徴収する。なお、生活資金積立金については、個人名義での積立であるため組合

員の資格を失った時（非組合員や退職時）には、積立金全額が個人へ返金される。 
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②組合の組織運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：組合資料 

 

③支部組合員内のコミュニケーションの概要 

会議体 内容等 

職場集会 春闘の説明等。 

機関誌 

ＹＤＣ支部として月１～２回発行（春闘時は頻度が上がる）。現在、デジタ

ル報を立ち上げており、短期間で発行できる体制になっている。イントラ

ネットのみならず、一定の手続きで社外からも閲覧可能。本部は、支部と

は別に年間30～40回発行（50回程度発行した年もある）。 

各種レクリエーション カラオケ、ボウリング等（組合員の家族も参加可能）。 

匿名フォーム 
いわゆる意見箱的なもの。職場に存在する不便なことや困りごと等を自由

に投稿できるフォームを用意。書き込む際に、記名式・匿名いずれも可能。 

アンケート調査 職場の状況調査等に活用。 

職場委員による 

声かけ 

職場で困っていたり、このままだと困った状況になりそうな場合、同じ職

場で働く職場委員から声かけをしてもらったり4、匿名で支部役員と情報共

有したりする。 

 
4 日々同じ職場で働く職場委員だからこそ、細やかな目配りが可能になっている。この点は、非専従の強みが発揮されてい

ると、執行部は受け止めている。 
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④従業員の働き方等 

ⅰ．転居を伴う転勤の状況 

同社は、2017年９月から、地域限定正社員制度を導入している。（詳細は後述） 

 

ⅱ．時間外労働の状況 

働き方検討会議の中で会社側とデータを共有している。全社平均で例年は大体10時間強の時間外労働

が発生しているが、以前より減少している。ＩＴ企業の業界特性的な面から部署によって時間外労働の

発生状況に一定程度ばらつきがある。１ヵ月の時間外労働時間数が40時間を超えるとチェックが入る仕

組みになっており、40時間を超えた人は必ず毎月、どのような理由で時間外労働が発生しているか、そ

の状況がどの程度の期間続くのかをかなり細かく、職場の上長から個別の従業員に説明してもらうこと

になっている。 

 

ⅲ．人材確保戦略と賃金制度の関係 

高い専門性に特化した人材の配置に配慮することはあるが、一定のスキルを保持している従業員に対

して手当をつけるといった仕組みはない。スキルを発揮して業務を遂行することで高いパフォーマンス

を発揮すれば高い評価が得られ、結果として高報酬に繋がるという流れになっている。 

 

ⅳ．その他 

安川電機本体とＹＤＣ間の人事交流について、以前は総務部門で交流があったが、現在はゼロではな

いものの少ない。ただし、例えば共働きの家庭で配偶者が大阪に転勤が決まり、自分が退職して帯同す

るか悩んでいるという相談があった場合、安川電機グループ企業の中で適切なポジションがあれば融通

を利かせるケースが何件かある。 

 

２．賃金制度導入について 
 

（１）制度導入の背景や課題 

今回の地域正社員制度導入以前は、全員が転勤可能という前提で人事・賃金制度が構築されており、

全従業員について転居転勤を要件とする総合職として採用していた。しかし、年２回実施される目標管

理の上司と個別従業員の面談で、毎回必ず実際に転居を伴う転勤ができるかを確認している中で、転居

転勤できないと回答する者が増えてきた。そこで、転居転勤できない社員と、転勤できる社員を制度上

で区分することで、転勤を希望しない人の安心感を担保することが導入の一つの発端であった。 

今回の制度導入は会社側から提案された。2016年６月７日に、会社側から人事諸制度の変更について

の申し入れという形で当時の支部執行委員長が受け取った記録が残っている。当時、会社業績が芳しく

なく、様々な経営改革プロジェクトが始動し、その中で事業の見直し、人事制度の改革、コスト削減、

営業強化という四つの観点が示された。この人事制度改革の一つとして、地域正社員制度導入が申し入
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れられた5。会社業績が厳しい時期の提案であり、人件費抑制の狙いもあったと思われる。 

 

（２）制度導入プロセス 

今回の制度導入は、下表に示したスケジュールで進められた。 

 

《制度導入に関する労使協議のスケジュールおよび概要》 

2016年６月７日 会社から制度導入提案。組合は交渉に応じられない旨を即答。 

2016年６月14日 会社から制度導入の再申し入れ。以降、12月まで支部役員が制度の枠組みに

ついて会社側と交渉。 

2016年12月５日 

～2017年３月７日 

12月５日に人事諸制度の変更についての再申し入れを受け、組合員に導入内

容を説明して質問・意見を集約しながら労使間で議論を重ねる。 

2017年３月７日 

～３月23日 

３月７日の再提案を受けて、再度組合員の質問・意見を収集。質問・意見は

整理を行ったうえで会社に説明し、回答を求める。 

2017年３月24日 

～４月４日 

３月23日の会社回答を受けた後、質問・意見の回答を受けて支部執行委員会

を開催し内容の整理を行ってから以下の申し入れを行う。組合としては主

に、退職金の減額幅の縮小と家族的責任（育児・介護・障がい者）を有する

者への配慮について、会社に対して再考を求めた。 

2017年４月５日 ４月５日の労使協議会で、組合からの主張を行い、再考を求めた部分につい

て会社の考えを含め協議した。退職金については最終提案として減額幅が

10％まで縮小された6。家族的責任について会社に再考を求め、協議を行っ

た。 

2017年４月21日 ４月21日に労使協議を開催し、この間に支部執行委員会を開催してこれまで

の協議内容を整理した結果残された論点、すなわち家族的責任を有する者へ

の措置について会社の考えを質すこととし、改めて協議を行った。 

2017年４月27日 支部執行委員会で最終見解を確認 

2017年５月８日 「ゆうあい」127号発行（これまでの経緯と支部執行委員会の最終見解） 

2017年５月10日 

～５月16日 

各地で職場集会を開催し、支部執行委員会の最終見解に対する職場の意向を

確認 

2017年５月17日 支部執行委員会で職場の意向を確認 

2017年５月18日 一般投票告示 

2017年５月24日 一般投票実施→制度導入の受け入れを決定 

出所：組合資料及び聞き取り調査を踏まえて執筆者作成 

 
5 組合への聞き取り調査によれば、会社側からは、この導入が組合にとってもプラス面があると思われる形で提案を受け

た。提案前に、会社側から組合側に対して事前の打診はほぼなかった。 
6 本報告書のテーマは賃金制度を中心とする処遇制度改善であることから、退職金に関する交渉について本文で詳細を記

述していない。 
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2016年６月７日の会社提案は、全国転勤型を100としたときに地域限定型が60と両者の処遇差が大き

すぎたことから、組合としては受け入れられないと即答した。その後、同年６月14日の会社提案では両

者の差は100：80であったが、具体的な運用ルール等に関する提案はなかった。組合としては、２割でも

両者の格差が大きすぎるとし、ここから金銭的な事項だけでなく、例えば全国転勤型と地域限定型の転

換ルールや転換回数といった具体的な実施上の手続きを含めて交渉に入った。 

安川電機労働組合では、本部・支部間で月に１回の連絡会議でさまざまな情報を共有し、春闘や大き

な支部の労働条件変更に係ることについては、本部・支部間で緊密に連携し、情報共有しながら対応し

ていくという関係性が構築されており、今回の制度導入もこの関係性の中で対応した。今回の制度導入

では、安川電機労働組合（本部）から、Ｇ社員とＲ社員の給与水準に大きな差が付きすぎてはいないか、

Ｒを選択した場合に働き方や昇格、昇給、キャリア・パスといった観点から不利になってはいないかと

いった点で「組合員に不利にならないように注意する」よう助言を受けている。また、他社の制度導入

事例について、支部独自で情報収集することに加えて本部から電機連合を通じて情報を得ている。なお、

他社事例については、同業他社のみならず、多様な業種・業態から幅広く収集・検討した。 

具体的な労使間の議論の経過について、組合誌等の記録によれば、６月14日の会社提案以降、会社側

と執行役員との間で議論され、組合員に説明できる程度まで会社提案が煮詰められた時点で、12月５日

に会社側から再び申し入れられた。 

再申し入れの内容について組合員に説明した段階で、組合員から、（１）全国転勤型と地域限定型との

転換手続きや回数等の運用ルールについて、（２）両者の格差の程度、（３）育児・介護等の理由で地域

限定型を選択せざるを得ない者に対する激変緩和措置が講じられるのかについて、の３点を中心に意見

が出された。組合員から寄せられた疑問や意見等を踏まえて、12月22日以降、会社側と交渉した。 

交渉の結果、上記（１）～（３）について、以下の取り扱いとなった。まず、（１）については、本人

の希望が通るような手続きが整えられた。例えば、関東で働いている従業員が九州に異動したいと希望

した場合、業務やプロジェクトの関係で即時に転換できない場合もあるが、原則として人事異動の際に

本人希望に応じた異動先を探し、異動が実現できるよう配慮されることになった。（２）については、交

渉の中で地域限定型と全国転勤型との格差が徐々に小さくなっていった。組合は、現状では転勤がさほ

ど頻繁に発生していないにもかかわらず、転勤できないことをもって賃金水準が下がることに納得でき

ないと主張した。一方で、会社側から、今後は人事ローテーションを活性化させたいと考えており、今

回の制度導入はその一環と位置付けられるため、今回の導入は妥当であると主張した。議論の結果、12

月時点の提案の100：80から、最終的には基準内賃金で100：94まで格差が是正された。（３）については、

どこまで例外対応とすべきかについて線引きが難しいという観点から、会社側は暫定ルールの策定を渋

ったが、交渉の結果、以下の措置が取られることになった。すなわち、制度導入当時に、全国転勤型で

あった者のうち、育児・介護等の理由で地域限定型を選択せざるを得なかった者に関して不利益変更に 
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ならないように以下の暫定的な措置が取られた7。すなわち、特段の事情がある者については、地域限定

型に区分されるが総合職の処遇のままで転勤を免除するという措置が取られた。一方で、導入時点で末

子年齢の上限を定める等、対象者の設定については組合側が譲った。 

なお、組合員に対しては、上述の通り、制度導入について職場集会等で説明する機会を設けているが、

非組合員に対する制度導入等の詳細な説明に関しては会社側が実施するよう求めており、組合から非組

合員を対象とした説明会等はとくに実施していない。とはいえ、組合員経由で非組合員にも情報が届い

ていることはままある。また、組合のＨＰも非組合員が閲覧可能なので、そこから情報を得ていると思

われる。さらに、組合員・非組合員を問わず、質問を受け付ける窓口を設けているので、そこに寄せら

れた質問については会社に確認して回答する形を取っている。 

 

３．新賃金制度導入後の状況について 
 

（１）新賃金制度（地域正社員制度）の概要8 

①導入時期 

2017年９月 

 

②制度導入の概要（社員体系の変更：総合職について地域正社員を新設） 

これまで正規従業員は全員全国転勤が可能な総合職として採用してきたが、今回の制度導入で、全国

転勤可能な社員をＧ社員（Ｇ＝Global）、希望する勤務地で転居を伴う転勤のない社員をＲ社員（Ｒ＝

Regional）と社員体系を区分した。 

Ｇ社員とＲ社員との転換を申し出る機会は、半年に１回実施される上司との面談時となっている。制

度利用の事由は問われない。また、Ｇ社員とＲ社員間の転換について、制度利用回数の上限はない。 

Ｇ社員とＲ社員は、転居転勤の有無にかかわらず、職務の内容や責任の範囲、キャリア形成等は同一

である9。また、適用する人事制度（バンド、グレードの格付、目標管理など）に違いは持たせない。 

 

 

 

 
7 選択免除の対象は次の通りである。 

①育児関係：制度導入時点で、３ヵ月を超える期間の育児休職を取得している者については、その対象となる子どもが

小学校卒業までの間、選択免除の対象とする。 

②介護関係：制度導入時点で、介護休職中の者および介護短時間勤務制度の利用者は、休職および短時間勤務が継続し

ている期間については選択免除の対象とする。 

③障がい者：制度導入時点で、身体または精神において重度の障がいをもつ者（障がい等級２級以上）については、選

択免除の対象とする。 

なお、本取り扱いはあくまでも制度導入時点の在籍者に対する経過措置として設けるものであり、制度導入後に新た

に上記の条件に該当する場合は制度の適用対象外とは取り扱わない。 
8 制度概要に関しては、聞き取り調査、安川電機労働組合情報システム支部発行の「ゆうあい」No.127（2017年５月８日）、

厚生労働省雇用環境・均等局 有期・短時間労働課の委託事業で株式会社日本能率協会総合研究所が企画・制作した『多

様で安心できる働き方事例集～企業における「多様な正社員」制度』（2020年３月発行）の58-64頁に掲載された内容に依

拠している。 
9 そのため、部長クラスの管理職層（Ｂバンド）まで地域正社員制度を利用できる。 
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役割等級（バンド）と地域正社員制度の対象区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：『多様で安心できる働き方事例集～企業における「多様な正社員」制度』（2020年３月発行）、

60頁。 

 

役職等級（バンド）ごとの在籍者・Ｒ社員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：『労政時報』第3968号（2019年３月８日）、54頁。 

 

③賃金制度の概要 

基準内賃金（＝基本給）は、グレード反映部分と役割給部分で構成される。この構成は、Ｇ社員とＲ

社員で同一である。グレード反映部分はバンドごとに決定された定額が支払われる部分である。グレー

ド反映部分について、Ｇ社員：Ｒ社員はおおよそ100：90である。役職給部分は人事考課結果に応じて定

期昇給額が変動する部分であるが、Ｇ社員とＲ社員との間の違いは20％である。役割給部分の平均額は

バンドごとに異なるが、バンドＧ～バンドＤについてＧ社員：Ｒ社員はおおよそ100：93～100：97であ

る。グレード反映部分と役割給部分を合わせた基準内賃金について、Ｇ社員：Ｒ社員はおおよそ100：94

となる。 
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Ｇ社員基準と比較したＲ社員の賃金差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：『多様で安心できる働き方事例集～企業における「多様な正社員」制度』（2020年３月発行）、

62頁。 

 

（２）組合から見た新賃金制度の影響 

①以前より改善した点、改善していない点（従業員の定着や採用への影響等） 

今回の制度導入が紹介されている『多様で安心できる働き方事例集～企業における「多様な正社員」

制度』（2020年３月発行、63頁）によれば、「Ｒ社員に転換を希望した時点で、勤務地で働くことを希望

する社員だけでなく、『Ｒ社員として九州に戻りたい』といった、Ｒ社員に転換することで現在とは異な

る勤務地に異動を希望する社員が一定数いたが、社員一人ひとりが希望する働き方を提供できつつある」

こと、「Ｒ社員とＧ社員の相互転換が可能であるということは、ライフスタイルの変化があっても仕事を

続けていけるという安心感につながっている」こと、「地域正社員制度のみの効果ではないが、離職者数

はこの１、２年減少傾向にある」こと、「採用時の求人効果にもつながる」といった効果があったことが

挙げられている。 

聞き取り調査でも、制度導入後、男女ともにＲ社員を選択する者が増えてきていることが指摘された。

社内の若手や新入社員は仲が良いので、Ｇ社員とＲ社員のどちらを選択するかについて相談し合ってい

るようだ。人事部の担当者によれば、とくに新入社員は地元で働くことを希望してＲ社員を選択しがち

であるということであった。そのため、例えば、新入社員15人中Ｒ社員を選択した者が12人、Ｇ社員を

選択した者が３人であった場合、Ｇ社員を選択した新入社員は自動的に九州以外の勤務地に赴任すると

いう事態が生じていた。本人の希望した選択が反映された結果であるとはいえ、Ｇ社員を選択した者は

Ｇ社員を選択した時点で九州に配属される可能性が著しく低くなる点が気になるという声も聞かれた。

会社側も、キャリアの伸長や、プロジェクト遂行といった目的がある場合に、転居転勤を伴う異動が難

しくなっている側面があると感じていたようだ。そこで、2025年４月採用の新入社員から、入社後３年

間は全員Ｇ社員とするという制度に変更された。変更に際しては、新入社員が入社後３か月間の試用期

間中は組合員ではないため労使協議・交渉等の手続きの範囲外であることから、2025年４月採用に関す

る情報が公開される時期に会社側から組合側に変更に関する情報が共有された。 
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②制度導入交渉当時の課題認識の解消状況と今後の検討課題 

現時点で、制度導入に関連して組合員から深刻な悩みや不満が執行部に寄せられたことはない。とは

いえ、上述のような意見に加えて、若手のＧ社員から、希望者がいないからという理由でＧ社員が転勤

させられる事態が生じたのではないかという声や、Ｇ社員からＲ社員への転換を経て再びＧ社員に戻っ

たときに、Ｒ社員選択期間に20％減じられた定期昇給分をＧ社員に戻った時点で事後的に100％換算に

戻せないのかといった問い合わせがある。 

制度導入時に選択除外となった組合員数は14人であったが、その後、例えば子どもが小学校を卒業し

て短時間勤務の対象から外れた、介護休職中の方および介護短時間勤務の対象から外れた、といった具

合で、現在は７人と徐々に減少している。一方で、制度導入後に子育てや介護等のやむを得ない事情が

新たに生じてＧ社員からＲ社員に転換せざるを得なくなったケースが一定数生じており、このような場

合は事情を勘案して転換に伴う賃金の減額に対して何らかの救済装置を講じられないか、という声が上

がっており、組合として改善課題の一つと受け止めている。 

業務内容の面からみると、制度導入後にＧ社員とＲ社員との間に違いが生じた、という声は組合に届

いていない。しかし、Ｒ社員に対してシステム導入等で遠方の客先に２～３週間の出張が命じられるケ

ースがある。その場合、出張期間を通じて出張先に滞在するパターンと週末に一時帰宅して週明けに出

張先に出向くパターンがあるが、いずれのパターンも子どもの送り迎え等ができないために対応できな

いことがあるという声が組合に寄せられている。 

 

③修正協議を行ったか 

特に行っていない。 

 

４．むすびにかえて 
 

安川電機労働組合では日常的に本部・支部間で密にコミュニケーションを取っている。今回、株式会

社ＹＥ ＤＩＧＩＴＡＬが地域正社員制度を導入した際も、労働条件の大きな変更に係ることとして本

部・支部間で緊密に連携し、情報共有しながら対応している。同時に、ＹＤＣ支部において組合員に会

社提案を適宜説明し、組合員から寄せられた疑問や意見等を踏まえて、会社側と粘り強く交渉を重ねて

いる。その結果、Ｇ社員とＲ社員との間に基準内賃金で４割の違いがあった当初の会社側提案から、労

使間の議論を通じて、１年に１回Ｇ社員とＲ社員との転換を申し出る機会が設けられていること、制度

利用回数の上限がないこと、制度利用の事由は問われないこと、Ｇ社員とＲ社員との間に職務の内容や

責任の範囲、キャリア形成等に違いがないこと、適用する人事制度（バンド、グレードの格付、目標管

理等）に違いを持たせないこと、グレード反映部分と役割給部分で構成される基準内賃金についてＧ社

員：Ｒ社員はおおよそ100：94となること等、転居転勤による処遇差がほとんどみられないものになった。

さらに、会社側は暫定ルールの策定を渋った育児・介護等の理由で地域限定型を選択せざるを得ない者

に対する激変緩和措置について、導入時点で末子年齢の上限を定める等、対象者の設定については組合

側が譲ったものの、特段の事情がある者については地域限定型に区分されるが総合職の処遇のままで転
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勤を免除するという措置が取られた。制度導入後も、運用実態について組合員の声に耳を傾け、例えば

制度導入後に子育てや介護等のやむを得ない事情が新たに生じてＧ社員からＲ社員に転換せざるを得な

くなったケースやＲ社員に対してシステム導入等で遠方の客先に２～３週間の出張が命じられるケース

への対応を改善課題の一つと認識する等、組合員の要望を汲み取る取組を継続している。このように、

ＹＤＣ支部において組合役員が支部組合員の要望を的確に集約し、本部・支部間で密接に連携しながら

粘り強く交渉を行うことを通じて、組合員の要望を制度に落とし込んでいくことが、制度への納得性の

みならず、組合活動への信頼に繋がっている面があると思われる。 
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※ 本報告書では、ライオン労働組合について聞き取り調査の概要のみを掲載しているが、２回にわたる人

事・賃金制度に関する聞き取り調査は、人事・賃金制度の見直しをめぐる労働組合の問題意識や検討課

題を理解するうえで貴重な機会となり、調査研究委員会の知見を深めることに大きく寄与した。 
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